
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、24年4月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
（給与減額の状況）

国の要請等を踏まえた減額措置の取組 減額実施期間

特別職及び一般職の給与を減額 H25.8.1からH26.3.31までの間

減額措置の内容

（給料） 市　長 10％減額

副市長・教育長 5％減額

一般職　　 1.8％～3.7％減額(平均2.9％減）

【H25.4.1 ラスパイレス指数】　106.1　（参考値98.1）　　　

【H25.8.1 減額時点のラスパイレス指数】　102.6

（手当） 管理職手当　　10％減額

(4) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。
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２　一般行政職給料表の状況（平成25年4月1日現在）
（単位：　円）

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

　　　　③税務職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

平均給与月額

（国ベース）

354,293

359,306

376,257(405,463)

359,832

318,620

平均給料月額

345,923(374,068)

─ ─

362,315

─

291,510 376,958

412,410(444,869)

371,988

388,648

313,782

309,534(325,400)

336,134

平均給与月額

平均給与月額平均給料月額

388,435

（国ベース）

356,323

345,551339,200 351,673

平均給与月額

332,800

332,758

307,220(332,446)

325,045

─

405,768

376,132

422,600 456,200

給料月額

最高号給の

給料月額

135,600

354,700

４級 ６級 ７級

405,800243,700

５級２級 ３級

307,800

平均給料月額

388,300

354,100

34

350,9993649.3

3,272

62.8

49.9

347,500 363,135

職員数

53.2

44.4

404,008

51

376,267

11

うち清掃職員

うちその他

国

329,702

39.8

315,491

308,300

（国ベース）

325,647

─

300,900

272,119(286,850)

289,200 320,600

区　　分

366,200261,900

─

平均給与月額

382,400

46.2

１級

１号給の
185,800

43.3

平 均 年 齢 平均給与月額

43.1

222,900

11

6

42.8

平 均 年 齢

平均年齢

47.8

類似団体

国

38.3

類似団体

宮崎県

区　　分

宮崎県

国

区　　分

日南市

日南市

うち学校給食員

43.3

類似団体

宮崎県 43.8

日南市

─
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　　　　⑤看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑥福祉職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　⑦消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

      ３　国家公務員欄における「平均給与月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、　　　　　 

　　　　

（2) 職員の初任給の状況（25年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 －

円 - －

円 - －

円 - －

円 - －

円 - －

円 - －

円 - －

円 - －

（注） 国家公務員欄における括弧書きは、給与改定・臨時特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。

299,354 370,119

平均給料月額 平均給与月額

365,530

─ ─

302,400

332,660

─ ─

平均給与月額

334,529

─

─

（国ベース）

─

304,299(325,848) ─ 344,687(368,214)

300,764 333,020 318,872

平均給与月額

（国ベース）

339,700 368,782 349,187

306,286

352,614 314,922

─ ──

299,098(314,592) ─ 327,740(344,120)

平均給与月額

140,100

（国ベース）

296,000

133,418(140,100)

172,200

172,200

140,100

平均給与月額

税　務　職 大　学　卒

─

327,973

平均給与月額

─

297,160

平均給料月額

─

技能労務職

平均給料月額

172,200

大　学　卒看護・保健職

高　校　卒

172,200

140,100高　校　卒

172,200

140,300

140,100

福　祉　職 大　学　卒

大　学　卒

高　校　卒

41.1

高　校　卒 140,100

宮崎県

日南市 39.7

平 均 年 齢区　　分

国

区　　分 平 均 年 齢

宮崎県

40.1類似団体

46.0

日南市

163,987(172,200)

類似団体

─

国

日南市

日南市

140,100

44.7

41.3

39.1

国

宮崎県

38.9類似団体

宮崎県

172,200

140,100

─

高　校　卒

消　防　職

区　　分 平 均 年 齢

国

高　校　卒

大　学　卒一般行政職

─

区　　　　　分
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（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（25年4月1日現在）

円 円 円 -

円 円 円 円

円 円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（25年4月1日現在）

（注）１　日南市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

373,500

373,500

１号給の

給料月額

最高号給の

給料月額

円　 円　

320,400

320,400

経験年数25年

370,900

357,800

357,800

経験年数30年

185,800 307,800

円　 円　

　　　　　　　　％

2.5

円　 円　

135,600 243,700

10

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

11

　　　　　　　　人

40.6

　　　　　　　　人

222,900 354,700

230,200

課長補佐・主幹

経験年数10年

円　

構成比

17.2

261,900

区　　　　分

一般行政職

3.5

405,800

課長・局長
34

４　　級
165

大　学　卒

　　　　　　　　％
部長・局長

　　　　　　　　人

職員数

14

388,300

円　

係長・主査・副主幹

高　校　卒

7　　級
2.7

円　

２　　級

主事・技師

標準的な職務

230,200

　　　　　　　　％

円　

高　校　卒

技能労務職

円　

区　　分

主任主事・主任技師・副主任主事・副主任技師３　　級

6　　級

102

５　　級

１　　級

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

70 289,200

円　

320,600

260,100

経験年数20年

351,600

　　　　　　　　人

25.1

主事・技師

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

8.4 422,600

円　 円　

366,200 456,200

１級

3.5% １級

2.4%

１級

2.4%

２級

2.5%
２級

3.6%

２級

7.3%

３級

25.1%

３級

28.5%

３級

25.1%

４級

40.6%

４級

35.6%

４級

35.0%

５級

17.2%
５級

18.2%
５級

17.4%

６級

8.4%
６級

9.0%
６級

10.4%
７級

2.4%
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90%

100%

平成25年の構成比 １年前の構成比 ３年前の構成比

７級
2.7%

７級
2.6%
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（2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（24年度支給割合） （24年度支給割合） （24年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～１5％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　勤務実績の反映なし（一律支給）

(2) 退職手当（25年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当（25年4月1日現在）

千円

　円

 (4) 特殊勤務手当（25年4月1日現在）

千円

　円

　％

主な支給対象職員

―

・管理職加算　10％～25％

2.60

22,269

38.95538.955

46.55 55.86

国

55.86 46.55

消防職員出動手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）

支給実績（24年度決算） 7,689

1,085

手当の種類（手当数）

1.35

32.83

23.03

1,514

宮　　　　　崎　　　　　県

1.35

１人当たり平均支給額（24年度）

2.60

・役職加算　5％～20％

1.45

2.60

0.65

１人当たり平均支給額（24年度）

0.65

1回　300円

2

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

主な支給対象業務

・役職加算　5％～20％

32.83

1,361

日　　　　　　　　　　　南　　　　　　　　　　　市

日　　　　　南　　　　　市

・管理職加算　10％～25％

1.45

支給実績（24年度決算）

15%

愛知県犬山市

28.7875

夜間特殊業務手当

支給対象地域 支給対象職員数

＊人

国の制度(支給率)

55.86

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

3%

福岡市

55.86

1.35

0.65

55.86

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

10%

支給率

国

10%

55.86

＊人

23.03

13.5

左記職員に対する支給単価手当の名称

1.45

消防職員

交替制勤務の職員が深夜の業務に従事したとき

支給職員１人当たり平均支給年額（24年度決算）

大阪市

＊

消防、水防、救助、その他災害の発生
に関し出動したとき

＊人

3%

15%

消防職員 １勤務　650円

96,114

28.7875

　　　日南市一般職の職員の給与に関する条例第7条により、勤務成績に応じて4号給（55歳以上の職員にあっては2号給）を標準として、
　　規則に定める基準に従い決定する。
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 (5) 時間外勤務手当

円

円

円

円

(6) その他の手当（25年4月1日現在）

円

円

円

千円

274,919

435,429

円

無し

無し

83,821千円

千円24,370

単身赴任手当

勤務1時間当たり給与額
の25/100

3,048

午後10時から翌日の午前
5時までの間に勤務を命
ぜられた職員に支給

無し

同じ

478,000

通勤手当
月額2,000円～24,500円

公署を異にする異動又は
在勤する公署の移転に伴
い、住居を移転し、同居し
ていた配偶者と別居する
こととなった職員に支給

管理又は監督の地位
にある職員に支給

無し
勤務1時間当たり給与額
の125/100～150/100

78,465

25,099

千円

千円

千円

夜間勤務手当

千円37,389

同じ

無し

（月額55,000円が限度）

住居手当

借家（限度額）

（月額68,000円が限度）

満16歳の年度始めから満
22歳の年度末までの間に
ある子1人につき月額
5,000円加算

扶養親族

扶養手当
月額11,000円

配偶者 月額13,000円

無し
配偶者がいないときは1人だけ

手　当　名

141,252職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

国の制度
内容及び支給単価

月額27,000円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

国の制度と

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

154,852

定額 （部長級 49,600円）

無し

交通用具利用者

交通機関利用者　運賃等相当額

月額  6,500円

との異同

22,944

同じ

5,616

同じ

支給実績

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり

円

（24年度決算）
（24年度決算）

円56,807

異なる内容

232,834

545,630管理職手当 同じ

同じ

休日勤務手当 同じ

祝日法による休日及び年
末年始の休日に勤務を命
ぜられた職員に支給

　　　　（課長級 43,700円）

平均支給年額

円

85,598,820

91,982,278
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６　特別職の報酬等の状況（25年4月1日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

440,000

-

給 料 月 額 等

378,000

325,000

市 長

311,000

　　（24年度支給割合）

議 員

-

給料月額×在職月数×30/100

収 入 役

副 議 長

　　（24年度支給割合）

市 長

副 市 長 638,000

議 長

給

料

副 議 長

収 入 役

804,000

任期ごと

18,792,000退
職
手
当

期
末
手
当

2.95

市 長 給料月額×在職月数×50/100

議 長

783,000

備　　　　考

2.95

収 入 役

副 市 長

議 員

副 市 長

（参考）類似団体における最高／最低額

245,000620,000

698,000

9,187,200

310,000

560,000

報

酬

区 分

222,000

1,000,000

375,000
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7　職員数の状況

（各年4月1日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

主 な 増 減 理 由

▲ 13

43

1

16

平成24年

116

[     789        ］

15

724

145

734

85

141

415

3

6

39

39

小計

▲ 14

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

593

6

対前年
増減数

125.71

23

普
通
会
計
部
門

124

36

職 員 数

＜参考＞

72.62

100.54

平成25年

579

35

69

4

2

浄化槽整備の充実

[     789        ］

欠員補充

教育部門

衛生

民生

土木

消防部門

下水道

＜参考＞
▲ 10

家屋調査の充実

議会

79

2

その他

商工

総務

税務

▲ 8

病院

84

小　計

水道

小　計

35

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

23

[  　　　  0  ］

一
般
行
政
部
門

67

合　　計

81

18

428 72.06

農林水産

100 保育所民営化

19

61

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

＜参考＞

▲ 2

53.82

技術員業務の嘱託化、業務の本庁一元化、

▲ 4

業務の本庁一元化、課係の統廃合、運転手廃止

96

39

43

課係の再編▲ 4

61

8



(2)年齢別職員構成の状況（25年4月1日現在）

　

60歳

以上

人 人

2

-52 ( )

-15 ( )

10 ( )

-57 ( )

( )

-57 ( )
（注）１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
      ２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

-9.2%

（単位：　人・　％　）

67

-11.5%

人

-16.7%

13.2%

一般行政

教育

415

579

過去５年間の増減数（率）

43歳

141

20　　　年

～

28歳

人

35歳

～

615

760

144

　　　　　　　　年　　度
部　門　別

467

普通会計

435

消防

636

～

総合計 750

141

724

145145

781

公営企業等会計

24　　　年

759 -7.5%

85

81

84

79

593

85

48歳44歳 56歳

94

443

88

39歳

76

58

(3)職員数の推移

人

24歳

区　分

31歳27歳

20歳 20歳

～

人

59歳

～～

47歳

52歳

55歳51歳

計

145

75

21　　　年

2

32歳 36歳

22　　　年

～

10458

未満

人人
職員数

23歳

619

90

4024

453

88

人

85

25　　　年

76

23　　　年

428

83

人 人

40歳

～

人

～

人

605

～

84

724122

734

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20歳未

満

20～23

歳

24～27

歳

28～31

歳

32～35

歳

36～39

歳

40～43

歳

44～47

歳

48～51

歳

52～55

歳

56～59

歳

60歳

以上

構成比

３年前の構成比

%
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８　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、25年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項 なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（25年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（24年度支給割合） （24年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　5％～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　計　　Ｂ

　　　　　　区　　分

　　　　　　Ａ 職員手当給　 料

17.897,691

一人当たり

期末・勤勉手当

める職員給与費比率

％千円　

一人当たり給与費　　　　給与費 　　B/A

16.4

％

総費用に占める

　　　　　　Ｂ／Ａ

千円　

　質収支

区　　分 総費用 純損益又は実

153,362

Ｂ　

　　　　千円

2.60

24年度

Ａ  

平均月収額

１人当たり平均支給額（24年度）

520,694353,532

24年度

区　　分

861,603

340,794

基本給

職員数

8,703 5,625

464,247

45.2

0.65

42.8

千円千円 千円

1.35

日　　　　　　　　　　　南　　　　　　　　　　　市 水道事業（市町村団体平均）

2.60

112,495

1.35

1,352

1.45 0.651.45

1,476

人

日 南 市

１人当たり平均支給額（24年度）

20 76,754

団 体 平 均

27,038

平　均　年　齢

　　　　　千円

23年度の総費用に占職員給与費比率

（参考）公営企業会計の市町村平均

千円

6,258
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イ　退職手当（25年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 ） （退職時特別昇給　　　　　　　　　　　　　　　　　　－ ）

ウ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

エ　その他の手当（25年４月１日現在）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 24 年 度 決 算 ）

3,655

一般行政
職の制度と
異なる内容

内容及び支給単価

無し

支 給 実 績 （ 24 年 度 決 算 ）

手　当　名

（課長級　43,700円）

交通機関利用者

運賃等相当額

通勤手当

交通用具利用者

134

516

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給

無し 1,607同じ

管理職手当 同じ

月額2,000円～24,500円

792

配 偶 者 月 額13,000円

借家（限度額）

同じ 無し
月額27,000円

配偶者がいないときは1人だけ

住居手当

同じ

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 23 年 度 決 算 ）

満16歳の年度始めから満
22歳の年度末までの間に
ある子1人につき月額
5,000円加算

166

扶養手当

扶養親族

無し
月額11,000円

月額   6,500円

支 給 実 績 （ 23 年 度 決 算 ）

一般行政職
の制度との
異同

46.55

32.8338.955

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

32.83

水道事業（市町村団体平均）

55.86

定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

23.03

55.86

46.55

55.86

28.7875 28.7875

55.86

日　　　　　　　　　　　南　　　　　　　　　　　市

23.03

（24年度決算）

円100,438

円

千円

千円

264,000

516,000千円

円

千円

2,940

38.955

55.86

円

支給実績 支給職員１人当たり

（24年度決算）
平均支給年額

55.86

203,4292,848

定額　（部長級　49,600円）
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